
                                   

 

 
1 

 

2026年８月 10日 

各  位 

住 所 東 京 都 渋 谷 区 桜 丘 町 2 6 番 １ 号 

会 社 名 ＧＭＯプロダクトプラットフォーム株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  荻 田  剛 大 

 （コード番号：3695 東証グロース） 

問合せ先 取 締 役 C F O  森  勇 憲 
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連結子会社による『ドットマネー事業』の 

事業譲受に関するお知らせ 
 

 

当社の連結子会社である GMOタウン WiFi株式会社（以下、「GMOタウン WiFi」といいます。）は、本日

開催の取締役会において、株式会社サイバーエージェントが行う『ドットマネー事業』（以下、「対象事

業」といいます。）を譲受すること（以下、「本事業譲受」といいます。）を決定いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１．事業譲受の理由 

当社グループは、「世の中によいプロダクトを増やしていく」というミッションのもと、生活者（ユ

ーザー）の課題解決に貢献するよいプロダクトを提供できるプラットフォームを提供しております。

当社グループのプロダクトプラットフォーム事業は、ポイント機能を基盤とし、プロダクトの UXと収

益性を向上させる様々な機能を持つプラットフォームを構築し、ユーザーに対するプロダクトの価値

や収益力を高めたいプロダクトに、そのプラットフォームを導入し活用いただく事業です。当社のプ

ラットフォームの基盤となるポイント機能には、ポイント付与やポイント交換、ポイント運用等が含

まれます。 

一方、株式会社サイバーエージェントが行う『ドットマネー事業』では、ポイント交換プラットフ

ォームである「ドットマネー」及びポイント発行・管理サービスである「ドットポイント」等が提供

されております。ドットマネー事業は、2026年 7月現在、年間ポイント流通額約 180億円、累計口座

開設数約 3,500万件、ポイント交換元約 180社、ポイント交換先約 60商品など、ポイント交換プラッ

トフォームとして強固な事業基盤を有しております。 

当社グループは対象事業の譲受を通じて、当社のプラットフォームの基盤となるポイント交換機能

がより一層強化されるものと判断し、本事業譲受を決定いたしました。 
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なお、ドットマネー事業について、当該サービスのシステムへの不正アクセスに伴い、2026 年６月

８日よりサービスが停止されております。当社グループは、当該サービスの再開に向け、サイバーセ

キュリティ事業を展開する GMOサイバーセキュリティ byイエラエ株式会社と連携し、セキュリティ強

化等の適切な安全対策を講じたうえで、2026年８月 12日以降、順次サービス再開する予定です。 

 

２．事業譲受の概要 

（１）対象事業の内容 

株式会社サイバーエージェントが運営する『ドットマネー事業』 

ドットマネー事業は、以下のサービスから構成されます。 

 ポイント交換プラットフォーム「ドットマネー」 

 ポイント発行・管理サービス「ドットポイント」 

 ドットマネーが貯まる広告・コンテンツ掲載サービス「ドットマネーモール」 

 ドットマネーを第三者に送れるサービス「ドットマネーギフト」 

 

なお、「ドットマガジン」及び「ドットギフト」については対象事業に含まれておりません。 

 

（２）対象事業の経営成績 

対象事業は株式会社サイバーエージェントの一事業部門であり、対象事業のみの経営成績を正確

に区分して算出することが困難であるため、記載しておりません。ただし、「７．今後の見通し」

に記載のとおり、対象事業が当社の 2026年 12月期の連結業績に与える影響は軽微であると見込ん

でおります。 

 

（３）対象事業の資産・負債の項目 

譲受資産は対象事業に係るソフトウェア等、承継債務はポイント負債等を予定しております。 

対象事業の譲受によって発生する資産及び負債の金額については、本日以降に確定いたしますが、

資産及び負債の金額は同額を予定しているため、当社グループの財政状態には大きな影響はない

見込みです。金額が確定次第、改めて開示いたします。 

 

（４）対象事業の譲受価額及び決済方法 

０円（無償） 

譲受価額は、当事者間の協議により決定しており、譲受価額に関わる金銭の授受は生じません。 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社サイバーエージェント 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区宇田川町 40番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 藤田 晋 

代表取締役社長 山内 隆裕 

（４） 事 業 内 容 
メディア＆IP 事業、インターネット広告事業、ゲーム事

業、投資育成事業 

（５） 資 本 金 7,654百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1998年３月 18日 
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（７） 
純 資 産 ( 連 結 ) 

（2025年９月30日現在） 

275,681百万円 

（８） 
総 資 産 （ 連 結 ） 

（2025年９月30日現在） 

557,162百万円 

（９） 
大株主及び持株比率 

（2025年９月30日現在） 

藤田 晋：16.63% 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）：15.55％ 

㈱日本カストディ銀行（信託口）：6.62% 

（10） 当 社 と の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当社グループのユーザー（ポイントを保

有する会員）のポイント交換先として連

携しております。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．事業譲受を行う連結子会社の概要 

（１） 名 称 GMOタウン WiFi株式会社 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区桜丘町 26番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 荻田 剛大 

（４） 事 業 内 容 インターネット接続仲介業及びアクセスサービス業 

（５） 資 本 金 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2015年４月 27日 

（７） 大株主及び持株比率 GMOプロダクトプラットフォーム株式会社 100% 

 

５．事業譲受の日程 

（１） 事 業 譲 渡 契 約 締 結 日 2026年８月 10日 

（２） 事 業 譲 受 日 2026年８月 10日 

 

６．会計処理の概要 

本事業譲受は、企業結合会計基準上の「取得」に該当する見込みです。譲受価額が無償であること、

また、対象事業の譲受によって発生する資産及び負債は同額を予定していることから、のれん又は負

ののれんは発生しない見込みです。 

 

７．今後の見通し 

本事業譲受が 2026年 12月期の連結業績予想に与える影響につきましては、現時点では軽微である

と考えております。今後、開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


